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本研究では，将来メッシュ人口の推計枠組みを提案，実際に2010年を基準として2100年までの将来メッ

シュ人口の推計を行う．具体的な推計手法について，メッシュ人口の自然増減（出生・死亡）については

メッシュ単位のコーホート要因法により推計し，社会増減（転出・転入）については市町村人口をプール

モデルを用いて推計した上で，その出力である各市町村への転出・転入人口を各メッシュに按分して推計

する．2015年度の推計値と実測値の比較の結果，他のモデルより予測誤差が小さいことが確認された．ま

た，メッシュ人口の推計結果を用いて，岡山県を対象とした洪水浸水想定区域内の人口及び潜在的な犠牲

者数を推計した結果，犠牲者数の観点からは2070年頃まで増加傾向にあることが示される． 
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1. はじめに 

 

人口減少や少子高齢化など日本全体の人口動態が抱え

る課題に対して，社会基盤整備や災害リスク評価などを

適切に行うためには，その空間的な人口分布を考慮する

必要がある．こうした問題意識から，本研究ではプール

モデルを活用したメッシュ単位の将来人口の推計手法を

提案，実際に2010年の100mメッシュ単位人口データから

2100年のメッシュ人口を推計する． 

人口推計にあたっては，コーホート（同年または同期

間に出生した人口集団）を単位として，出生，死亡，転

出，転入過程に何等かの仮定を置いて人口推計するコー

ホート要因法が用いられることが多い．国全体や都道府

県，市町村，メッシュ単位など，どの空間基本単位の人

口推計を行うか，また集計，公開されている人口動態を

決定づける一次データの種類によって採用すべき推計手

法は異なる．メッシュ人口の推計にあたっては，都道府

県や市町村人口とは異なり，人口動態を決定づけるデー

タが集計ないし公開されていない．そのような条件下に

おいて，実効性を確保しつつより精度の高い人口推計手

法を開発することは重要な研究課題である．本研究では，

2015年のメッシュ人口の実績値と2010年のメッシュ人口

から推計した2015年のメッシュ人口の推計値を比較する

ことを通じて，その予測精度の改善を示しながら，日本

全体の2100年のメッシュ別の将来人口の推計を試みる．

また，実際に推計した100mメッシュ単位の将来人口を

用いて，岡山県を対象として洪水浸水想定区域内の人口

及び潜在的な犠牲者数の推移を推計する．治水計画にお

いて，気候変動による長期的な影響を考慮した治水計画

への転換が求められる1)一方で，将来の人口分布など長

期的な社会構造の変化は考慮しきれていない．洪水浸水

総手区域内の潜在的な犠牲者数の時間的推移を明らかに

することを通じて，災害リスク評価及び治水計画への展

開の可能性についても言及する．  

 

 

2. 本研究の基本的枠組み 

 

(1) 100mメッシュ単位の将来人口推計 

 将来の人口推計について，国立社会保障・人口問題研
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究所（以下，社人研）は，国，都道府県，市町村単位の

将来人口推計を定期的に実施している2), 3)．国について

は基準年から50年先まで，出生3仮定，死亡3仮定の組み

合わせによる9本の基本推計と，100年先までの長期参考

推計を実施，公開している．また，県及び市町村につい

ては基準年から30年先までの人口推計を実施，公開して

いる．国土交通省国土政策局もまた，社人研が公開して

いるデータを用いて2015年の国勢調査人口を基準として，

2050年までの全国の500m及び1kmメッシュ別将来人口を

試算，公開している4),5)．気候変動の影響評価の枠組みに

おいては，共有世界共通パス（shared Socioeconomic path-

ways, SSPs）が開発されており6),7)，5つの将来シナリオの

もと，シナリオに沿った2100年までの国単位の将来人口

推計が行われている8)．また，国立環境研究所は，日本

版SSPとして，社人研の推計で用いられた出生率や死亡

率を用いて，2100年までの市町村別，1kmメッシュ別，

0.05度メッシュ別の人口推計結果を公開している9)．市

町村単位，メッシュ単位の人口推計に用いられている推

計方法やデータの諸元に違いは見られるが，これらは公

的な機関が推計した将来人口として利用できる．ただし，

治水経済評価マニュアル10)では，家屋資産の評価額の算

出に際して100mメッシュデータによる建物の延べ床面

積を用いることから，これら公的機関による人口推計結

果は実際の災害リスク評価や治水計画を検討する上では

解像度の低いデータであると捉えられる．こうした背景

から，本研究では， 100mメッシュ単位，また気候変動

でしばしば議論される2100年をターゲットとして人口推

計を行う枠組みを提案，その実効性，有効性を示す．  

 

(2) 従来の人口推計手法との相違点 

 本研究では，コーホート要因法の枠組みを援用したメ

ッシュ人口の推計手法を提案する．なお，他の人口推計

手法については，時系列モデルやマイクロシミュレーシ

ョンを用いた推計手法も提案されているが，データの利

用可能性や予測精度の観点から，コーホート要因法は多

くの国で社会実践されている．上記の公的機関による人

口推計もすべてコーホート要因法に類する人口推計手法

を採用していることから，本研究においてもコーホート

要因法を応用したメッシュ人口の推計手法を提案する． 

 その上で，コーホート要因法と単にいっても，厳密に

は想定する仮定によって幾つかの種類がある．人口変動

は，自然増減（出生と死亡）と社会増減（転出と転入）

に分離できるが，特に社会増減については，幾つかのモ

デルが提案，予測精度も含めてその実行可能性が検証さ

れている．その中で，Rogersは，ロジャーズモデル11)， 

プールモデル12)，二地域間モデル12),13)を提案しており，

純移動率を用いた人口推計の課題を指摘している14)．具

体的には「純移動数の創造」14-16)と言われる課題であり，

（国内の）転出者の総数と転入者の総数が一致しない，

という不整合が発生する．また，人口推計結果も人口増

加局面においては過少評価，人口減少局面においては過

大評価になる傾向も指摘されている．純移動率モデルを

用いた人口推計は，他の市区町村（メッシュ）の推計結

果に拠らずに推計できることから，汎用性は高く計算負

荷は小さいという利点がある．事実，国土交通省による

メッシュ人口推計や国立環境所による日本版SSPメッシ

ュ人口推計は純移動率を用いて人口推計を実施されてい

る．本研究におけるメッシュ人口の推計においても，自

然変動（出生と死亡）については従来の手法と同じく，

各コーホートに生残率や出生率を乗じることによって推

計するため，その点は既存の枠組みと同一である．その

上で，社会変動については，プールモデルを用いて市区

町村単位の人口推計を実施，その出力である市区町村毎

の転出人口，転入人口の推計値を各市区町村内のメッシ

ュに配分することによってメッシュ単位の社会変動を推

計する．ロジャースモデルや二地域間モデルでも国内の

総転出人口と総点入人口は一致するが，メッシュ単位の

社会変動推計において，ロジャースモデルの出力である

発着地別の転出，転入人口までは不要であり，県単位で

はあるもののプールモデルの予測精度の高さが確認され

ていること17)，社人研が実施している県・市町村の人口

推計においてもプールモデルが援用されていることから
3)，市区町村の将来人口推計においてはプールモデルを

用いて人口推計する． 

 

(3) 本研究の目的 

本研究では，将来メッシュ人口の推計枠組みを提案，

実際に2010年を基準として2100年までの将来メッシュ人

口の推計する．その上で，その利用法として，岡山県を

対象として洪水浸水想定区域（想定最大規模）の人口推

移を推計する．また，平成30年7月豪雨で洪水被害にあ

った岡山県倉敷市真備町の人的被害データを用いて潜在

的な犠牲者関数を推定，岡山県全域に適用し，岡山県全

体の潜在的な犠牲者数の推移を推計する． 

河川整備（堤防等の整備）が計画規模の降雨に対して

設計，実施されるのに対して，洪水浸水想定区域（想定

最大規模）は，現在の計画規模の降雨に沿った河川整備

を終えても，洪水による被害が発生しうる区域として捉

えられる．今後人口減少が進むのは確実視されているが，

人口減少過程に沿いつつ，自然災害に対して頑健な都市

計画整備も求められている．洪水浸水想定区域の人口及

潜在的な犠牲者数の推移過程は重要な基礎資料となり得

る．こうした観点から，洪水浸水想定区域の人口及び潜

在的な犠牲者数を推計する．  
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3. メッシュ人口推計式の定式化 

 

(1)  メッシュ人口の推計方法の枠組み 

人口動態の基本式は 

𝑃𝑡+1 = 𝑃𝑡 + 𝐵𝑡,𝑡+1 − 𝐷𝑡,𝑡+1 + 𝐼𝑡,𝑡+1 − 𝑂𝑡,𝑡+1 

のように表される．なお，𝑃𝑡は時点𝑡の人口，𝐵𝑡,𝑡+1は

時点𝑡から𝑡 + 1の間の出生者数，𝐷𝑡,𝑡+1は時点𝑡から𝑡 +

1の間の死亡者数，𝐼𝑡,𝑡+1は時点𝑡から𝑡 + 1の間の転入者

数，𝑂𝑡,𝑡+1は時点𝑡から𝑡 + 1の間の転出者数を表す．人

口変動は自然変動と社会変動，すなわち，出生，死亡と

転出，転入に分離され，この基本式は，市町村単位，メ

ッシュ単位などどの空間基礎単位においても成立する 18)．

その上で，将来人口の推計手法は，直接的な観測データ

の有無や推計精度，かけられる労力や費用によって選択

されるべきとされる 19)． 

 メッシュ人口の推計にあたって，本研究では，ゼンリ

ン社による 2010年及び 2015年の 100m単位の男女別，5

歳区分別の推計メッシュ人口を基準人口として利用する．

これらのデータは，公開されている 2010 年及び 2015 年

の4次メッシュ（500mメッシュ）単位に集計された統計

データをゼンリン住宅地図に含まれる住宅系建物の戸数

を 100m メッシュ単位で集計し，集計値の比にしたがっ

て配分した推計値である．総務省が公開するメッシュ人

口は 250m メッシュが最小のメッシュ区分であり，100m

メッシュ単位の人口は公開されていないが，この配分方

法は一つの有効な 100m メッシュ単位の人口の推計方法

と考えられ，また2010年及び2015年の男女別，5歳区分

別の総人口と整合的なため，本研究ではこのデータを基

準人口として利用する． 

 はじめに，基準人口データが 5歳区分別の人口データ

であるため，5 年毎の人口推計と相性が良い．そのため，

本研究においても 2010年を基準年として，5年毎の将来

人口を推計する． 

時点𝑡，年齢𝑥 ~ 𝑥 + 4, 性別𝑔(∈ {𝑚:男性, 𝑓:女性})の

市 区 町 村 𝑐 の メ ッ シ ュ 𝑚𝑐(∈ 𝑀𝑐 =

{市町村𝑐に属するメッシュ})の人口を𝑝𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡 と表す．こ

のとき， 

𝑝𝑚𝑐,𝑔,𝑥+5
𝑡+5 = (0.5 × 𝑖𝑜𝑚𝑐,𝑔,𝑥

𝑡,𝑡+4 + 𝑝𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡 )𝑠𝑚𝑐,𝑔,𝑥

𝑡

+ 0.5 × 𝑖𝑜𝑚𝑐,𝑔,𝑥+5
𝑡,𝑡+4

 

𝑝𝑚𝑐,𝑔,100+
𝑡+5 = (0.5 × 𝑖𝑜𝑚𝑐,𝑔,95

𝑡,𝑡+4 + 𝑝𝑚𝑐,𝑔,95
𝑡 )𝑠𝑚𝑐,𝑔,95

𝑡

+ 0.5 × 𝑖𝑜
𝑚𝑐,𝑔,100+
𝑡,𝑡+4

 

+ (0.5 × 𝑖𝑜
𝑚𝑐,𝑔,100+
𝑡,𝑡+4 + 𝑝𝑚𝑐,𝑔,100+

𝑡 ) 𝑠𝑚𝑐,𝑔,100+
𝑡  

𝑝𝑚𝑐,𝑔,0
𝑡+5 = 0.5 × (𝑖𝑜𝑚𝑐,𝑔,𝑏

𝑡,𝑡+4 + 𝑏𝑚𝑐,𝑔
𝑡,𝑡+4)𝑠𝑚𝑐,𝑔,𝑏

𝑡

+ 0.5 × (𝑖𝑜𝑚𝑐,𝑔,𝑏
𝑡,𝑡+4 + 𝑏𝑚𝑐,𝑔

𝑡,𝑡+4) 

が成立することを仮定する．なお，𝑠𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡 はメッシュ

𝑚𝑐，性別𝑔，年齢𝑥 ~ 𝑥 + 4の生残率，𝑖𝑜𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 は期間

𝑡 ~ 𝑡 + 4のメッシュ𝑚𝑐，性別𝑔, 年齢𝑥 ~ 𝑥 + 4の純転入 j

人口を表す． また，期間𝑡 ~ 𝑡 + 4の出生人口を𝑏𝑚𝑐,𝑔
𝑡,𝑡+4，

出生人口の生残率を𝑠𝑐,𝑔,𝑏
𝑡 ，出生者の純転入人口を

𝑖𝑜𝑚𝑐𝑔,𝑏
𝑡,𝑡+4 と表す． 

 

(2) メッシュ人口の自然増減の仮定 

 生残率について，本研究では，全国同一であることを

仮定する．具体的には， 

𝑠𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 = 𝑠𝑔,𝑥

𝑡,𝑡+4 , 𝑚𝑐
∀  

を仮定する（𝑥 = 𝑏, 0,5,10, ⋯ , 100+）． 

 都道府県間や市区町村間の生残率の差異を指摘する論

文はあるが，2100年までの人口推計を行うにあたって，

一貫して利用可能な諸元は多くない．本研究では，

Wittgenstein Centre が公開している 5 つの共有社会経済パ

スに対応した生残率を用いた 20)． 

 同様に，出生率についても，本研究では同一であるこ

とを仮定する．具体的には， 

𝑏𝑚𝑐

𝑡,𝑡+4 = ∑ 0.5 × (𝑝𝑚𝑐,𝑓,𝑥
𝑡 + 𝑝𝑚𝑐,𝑓,𝑥

𝑡+5 ) × 𝑏𝑟𝑥
𝑡,𝑡+4

𝑥∈{15,20,⋯,45}

 

𝑏𝑚𝑐,𝑚
𝑡,𝑡+4 =

𝑆𝑅𝐵

1 + 𝑆𝑅𝐵
𝑏𝑚𝑐

𝑡,𝑡+4
 

𝑏𝑚𝑐,𝑓
𝑡,𝑡+4 =

100

100 + 𝑆𝑅𝐵
𝑏𝑚𝑐

𝑡,𝑡+4
 

を仮定し，年齢𝑥 ~ 𝑥 + 4の女性の出生率𝑏𝑟𝑥
𝑡,𝑡+4は地域

によらないことを仮定する．出生性比 SRB（sex ratio at 

birth）は 105 を仮定する．出生率についても同様に，

Wittgenstein Centre が公開している値を用いて人口推計を

行う 20)．生残率と同様に，出生率についても地域間に差

異があるが，2100年といった長期の人口推計に利用可能

なデータソースは少ない．生残率，死亡率ともに地域間

の差異の考慮は今後の課題である点は先に申し添えてお

きたい． 

 

(3) プールモデルを用いた市区町村単位の転出・転入

人口の推計 

 メッシュ単位の転出，転入人口の統計データは一切公

開されていないため，一定の仮定に基づいて推計する必

要がある．本研究では，純転入人口𝑖𝑜𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 を国内への

転出人口𝑑𝑜𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 ，国内からの転入人口𝑑𝑖𝑚𝑐,𝑔,𝑥

𝑡,𝑡+4 ，国外か

らの純転入人口𝑓𝑖𝑜𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 に分離してそれぞれ推計を行
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う．具体的には， 

𝑖𝑜𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 = 𝑑𝑖𝑚𝑐,𝑔,𝑥

𝑡,𝑡+4 − 𝑑𝑜𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 + 𝑓𝑖𝑜𝑚𝑐,𝑔,𝑥

𝑡,𝑡+4
 

が成立することを仮定する． 

 その上で，メッシュ𝑚𝑐 への国内からの転入人口

𝑑𝑖𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 ，国内への転出人口𝑑𝑜𝑚𝑐,𝑔,𝑥

𝑡,𝑡+4 は，プールモデルを

用いて推計する市区町村単位の将来人口推計を行う際の

出力である市区町村単位の転入人口，転出人口の推計値

をメッシュに配分することによって推計する．はじめに，

市区町村の人口動態の基本式を 

𝑃𝑐,𝑔,𝑥+5
𝑡+5 = (0.5 × 𝐼𝑂𝑐,𝑔,𝑥

𝑡,𝑡+4 + 𝑃𝑐,𝑔,𝑥
𝑡 )𝑠𝑔,𝑥

𝑡 + 0.5 × 𝐼𝑂𝑐,𝑔,𝑥+5
𝑡,𝑡+4

 

𝑃𝑐,𝑔,100+
𝑡+5 = (0.5 × 𝐼𝑂𝑐,𝑔,95

𝑡,𝑡+4 + 𝑃𝑐,𝑔,95
𝑡 )𝑠𝑔,95

𝑡  

                     +0.5 × 𝐼𝑂
𝑐,𝑔,100+
𝑡,𝑡+4

 

              + (0.5 × 𝐼𝑂
𝑐,𝑔,100+
𝑡,𝑡+4 + 𝑃𝑐,𝑔,100+

𝑡 ) 𝑠𝑔,100+
𝑡  

𝑃𝑐,𝑔,0
𝑡+5 = 0.5 × (𝐼𝑂𝑐,𝑔,𝑏

𝑡,𝑡+4 + 𝐵𝑐,𝑔
𝑡,𝑡+4)𝑠𝑔,𝑏

𝑡  

+ 0.5 × (𝐼𝑂𝑐,𝑔,𝑏
𝑡,𝑡+4 + 𝐵𝑐,𝑔

𝑡,𝑡+4) 

を仮定する．なお， 

𝐵𝑐
𝑡,𝑡+4

=∑ 0.5 × (𝑃𝑐,𝑓,𝑥
𝑡 + 𝑃𝑐,𝑓,𝑥

𝑡+5 ) × 𝑏𝑟𝑥
𝑡,𝑡+4

𝑥∈{15,20,⋯,45}  

𝐵𝑐,𝑚
𝑡,𝑡+4 =

𝑆𝑅𝐵

100 + 𝑆𝑅𝐵
𝐵𝑐

𝑡,𝑡+4
 

𝐵𝑐,𝑓
𝑡,𝑡+4 =

100

100 + 𝑆𝑅𝐵
𝐵𝑐

𝑡,𝑡+4
 

と表す．メッシュと同様に，市区町村間の生残率，出生

率で差異はないことを仮定し，Wittgenstein Centre による

公開値を利用する． その上で， 

𝐼𝑂𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 = 𝐷𝐼𝑐,𝑔,𝑥

𝑡,𝑡+4 − 𝐷𝑂𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 + 𝐹𝐼𝑂𝑐,𝑔,𝑥

𝑡,𝑡+4
 

が成立することを仮定する． 

 ここで，市区町村の人口推計においてはプールモデル

を適用する．具体的には， 

𝐷𝑂𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 = 𝑃𝑐,𝑔,𝑥

𝑡 𝑒𝑐,𝑔,𝑥
𝑡  

𝑃𝑜𝑜𝑙𝑔,𝑥
𝑡 = ∑ 𝑃𝑐,𝑔,𝑥

𝑡 𝑒𝑐,𝑔,𝑥
𝑡

𝑐∈𝐶
 

𝐷𝐼𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 = 𝑃𝑜𝑜𝑙𝑔,𝑥

𝑡 𝑑𝑐,𝑔,𝑥
𝑡  

が成立することを仮定する．なお， 

𝑒𝑐,𝑔,𝑥
𝑡 =

∑ 𝐸𝑐,𝑐′,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4

𝑐′∈𝐶\{𝑐}

𝑃𝑐,𝑔,𝑥
𝑡

 

𝑑𝑐,𝑔,𝑥
𝑡 =

∑ 𝐸
𝑐′,𝑐,𝑔,𝑥

𝑡,𝑡+4
𝑐′∈𝐶\{𝑐}

∑ ∑ 𝐸𝑐,𝑐′,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4

𝑐′∈𝐶\{𝑐}𝑐∈𝐶

 

より算出する．なお，𝐸𝑐,𝑐′,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 は期間𝑡 ~ 𝑡 + 4，性別𝑔，

年齢𝑥 ~ 𝑥 + 4の市区町村𝑐から市区町村𝑐′を転居者数を

表す．本研究では，2015 年国勢調査の「5 年前じょうじ」

データから2010年から2015年の間の市区町村𝑐から市区

町村𝑐′への転居者数を集計（「5 年前の常住市区町村

『不詳』」と「移動状況『不詳』」は按分），各転出率，

配分率を算出し，2100年までの各 5年期間一定であるこ

とを仮定して人口推計を実施した． 

 最後に，国外からの市区町村 c への純転入人口

𝐹𝐼𝑂𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4については， 

𝐹𝐼𝑂𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 =

𝑃𝑐,𝑔,𝑥
𝑡

∑ 𝑃𝑐,𝑔,𝑥
𝑡

𝑐∈𝐶

× 𝐹𝐼𝑂𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4

 

として各市区町村の人口比で按分している．以上により，

市区町村単位の 2100 年までの将来人口推計が実施でき，

各 5年期間の市区町村 cへの転入人口𝐷𝐼𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4，転出人口

𝐷𝑂𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4，国外からの純転入人口𝐹𝐼𝑂𝑐,𝑔,𝑥

𝑡,𝑡+4もあわせて推

計される．なお，先に指摘した通り，コーホート要因法

では純移動率モデルを用いる場合も多い．純移動率の算

出方法は幾つかあるが，本研究では 

𝑛𝑒𝑐,𝑔,𝑥
𝑡 =

∑ 𝐸𝑐′,𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4

𝑐′∈𝐶\{𝑐} − ∑ 𝐸𝑐,𝑐′,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4

𝑐′∈𝐶\{𝑐}

𝑃𝑐,𝑔,𝑥
𝑡

 

𝐷𝐼𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 − 𝐷𝑂𝑐,𝑔,𝑥

𝑡,𝑡+4 = 𝑃𝑐,𝑔,𝑥
𝑡 × 𝑛𝑒𝑐,𝑔,𝑥

𝑡  

により純移動率を算出し，同様に市区町村単位の将来人

口推計を実施，先の「純移動数の創造」が長期の人口推

計においては特に本質的課題となり得ることを示す．な

お，純移動率を用いた人口推計値は，国単位の将来人口

の推計値とは一致しないため，国単位の人口推計値で補

正が行われる．推計精度については，補正を行う場合も

含めて，提案するモデルと比較する．  

 

(4) メッシュ人口の社会増減の仮定 

メッシュ𝑚𝑐への転入人口𝑖𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 ，転出人口𝑜𝑚𝑐,𝑔,𝑥

𝑡,𝑡+4 に

ついて， 

𝑑𝑖𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 =

𝑃𝑐,𝑔,𝑥
𝑡

∑ 𝑃𝑐,𝑔,𝑥
𝑡

𝑐∈𝐶

× 𝐷𝐼𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4

 

𝑑𝑜𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 =

𝑃𝑐,𝑔,𝑥
𝑡

∑ 𝑃𝑐,𝑔,𝑥
𝑡

𝑐∈𝐶

× 𝐷𝑂𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4

 

を仮定する．すなわち，市区町村毎の転出人口，転入人

口を人口比で按分してメッシュ毎の国内への転出人口，

国内からの転入人口を推計する．以上により，国及び市

区町村単位の人口推計と整合的なメッシュ単位の将来人

口推計が可能となる．また，各メッシュへの海外からの

純転入人口𝑓𝑖𝑜𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 は 

𝑓𝑖𝑜𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+4 =× 𝐹𝐼𝑂𝑐,𝑔,𝑥

𝑡,𝑡+4
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を仮定する． 

 なお，本研究では，メッシュ単位においても出生，死

亡，転出，転入を分離して将来人口推計を行ったが，メ

ッシュ単位の男女別，年齢区分別人口のデータがないと

き，メッシュ単位の出生，死亡人口の推計にコーホート

要因法を用いることは出来ない．このとき，人口推計の

代替的な方法として，市区町村単位の人口増減を配分す

る手法が考えられる（以下，人口増減按分モデル）．具

体的には， 

𝑃𝑃𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+5 = 𝑃𝑐,𝑔,𝑥

𝑡+5 − 𝑃𝑐,𝑔,𝑥
𝑡  

𝑝𝑚𝑐,𝑔,𝑥+5
𝑡+5 =

𝑃𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡

∑ 𝑃𝑚𝑐,𝑔,𝑥
𝑡

𝑚𝑐∈𝑀𝑐

× 𝑃𝑃𝑐,𝑔,𝑥
𝑡,𝑡+5 + 𝑝𝑚𝑐,𝑔,𝑥

𝑡  

により人口推計される．これは市区町村単位の人口推計

結果を利用して，時点𝑡と時点𝑡 + 5の人口推計値の差を

各メッシュに割り当てている．メッシュ人口が総人口の

データしかないときはこちらの手法も有効と考えられる．

ただし，この手法によって推計されるメッシュ人口は，

市区町村𝑐が𝑡 ~ 𝑡 + 4の間で人口増加しているとき，市

区町村𝑐内のすべてのメッシュで人口増加し，逆に市区

町村𝑐が人口減少しているとき，属するすべてのメッシ

ュの人口が減少する，という受け入れがたい特徴はある． 

メッシュ単位の人口推計においては，この人口増減モデ

ルと社会増減モデルの予測誤差を比較する． 

 

 

4. メッシュ単位の将来人口推計とその利用 

 

(1)  プールモデルによる市区町村の将来人口推計 

 はじめにプールモデルによる市区町村単位の将来人

口の推計結果を，国単位のモデルの推計結果もあわせて

図-1に示す．想定通りではあるが，国単位モデルの推計

結果と市区町村単位の推計値の総計は一致する．その上

で 2015 年の市区町村単位人口の実測値との誤差につい

ては，  𝑅𝑀𝑆𝐸 （Root Mean Squared Error），𝑀𝐴𝐿𝑃𝐸

（Mean Algebraic Percent Error），𝑀𝐴𝑃𝐸（Mean Absolute Per-

cent Error）の観点から評価する．それぞれ 

𝑅𝑀𝑆𝐸

= √
1

#𝐶
∑ (∑ ∑ 𝑃̂𝑐,𝑔,𝑥

2015

𝑥𝑔
− ∑ ∑ 𝑃̃𝑐,𝑔,𝑥

2015

𝑥𝑔
)

2

𝑐∈𝐶
 

𝐴𝐿𝑃𝐸𝑐 = (
∑ ∑ 𝑃̂𝑐,𝑔,𝑥

2015
𝑥𝑔

∑ ∑ ∑ 𝑃̂𝑐,𝑔,𝑥
2015

𝑥𝑔𝑐

−
∑ ∑ 𝑃̃𝑐,𝑔,𝑥

2015
𝑥𝑔

∑ ∑ ∑ 𝑃̃𝑐,𝑔,𝑥
2015

𝑥𝑔𝑐

)

∕
∑ ∑ 𝑃̃𝑐,𝑔,𝑥

2015
𝑥𝑔

∑ ∑ ∑ 𝑃̃𝑐,𝑔,𝑥
2015

𝑥𝑔𝑐

× 100 

𝐴𝑃𝐸𝑐 = |
∑ ∑ 𝑃̂𝑐,𝑔,𝑥

2015
𝑥𝑔

∑ ∑ ∑ 𝑃̂𝑐,𝑔,𝑥
2015

𝑥𝑔𝑐

−
∑ ∑ 𝑃̃𝑐,𝑔,𝑥

2015
𝑥𝑔

∑ ∑ ∑ 𝑃̃𝑐,𝑔,𝑥
2015

𝑥𝑔𝑐

|

∕
∑ ∑ 𝑃̃𝑐,𝑔,𝑥

2015
𝑥𝑔

∑ ∑ ∑ 𝑃̃𝑐,𝑔,𝑥
2015

𝑥𝑔𝑐

× 100 

𝑀𝐴𝐿𝑃𝐸 =
∑ 𝐴𝐿𝑃𝐸𝑐𝑐∈𝐶

#𝐶
 

𝑀𝐴𝑃𝐸 =
∑ 𝐴𝑃𝐸𝑐𝑐∈𝐶

#𝐶
 

で定義される．なお，𝑃̂𝑐,𝑔,𝑥
2015は 2015 年度の市区町村𝑐，

年齢𝑥 ~ 𝑥 + 4歳，性別𝑔の推計値であり,  𝑃̃𝑐,𝑔,𝑥
2015は実測値

を表す．𝐴𝐿𝑃𝐸や𝐴𝑃𝐸は，人口統計学分野で開発された

予測精度の指標であり，市区町村人口の推計値の精度と

いうよりは，総人口に占める各市区町村人口の比率に着

目した指標となっている 21),22)．𝐴𝐿𝑃𝐸𝑐が正のとき，当該

市町村の推計値は実測値より過剰に推計されており，負

のときは実測値より過少に推計されたものと判断される．

また，𝐴𝑃𝐸𝑐は常に小さいほうが予測誤差は小さい． 

 表-1 に予測誤差の評価をまとめたものを示す． なお，

SSPsの詳細な説明は他紙に譲る 6)．また，プールモデル

における SSPs 毎の転出率，配分率の仮定は筆者らの過

去の論文を参照されたい 23)．その上で，過去の傾向を踏

襲する SSP2 に対応した出生率，死亡率，（国外からの）

純転入者数を用いた推計結果がRMSE及びMAPEの観点

から誤差が小さいことが分かる．なお，国単位で将来人

口推計も実施しているが，想定通りその推計値はプール

モデルによる市町村別の人口推計値の集計値と一致して

いる．また，図-2にSSPに応じた国内の総点入出者数の

推移を表す．プールモデルでは（国内からの）総転出人

口と（国内への）総転入人口は一致する．その上で，時

間経過と共に総転出（転入）人口は減少していく傾向が

読み取れる． 

 
Z図-1プールモデルによる市町村別人口の 

集計値の推移 
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(2) 長期推計における「純移動数の創造」 

 続いて，図-3 に SSP2 のプールモデル及び純移動率を

用いた将来の総人口の推計結果を示す．また，その予測

誤差をまとめたものを表-2に示す．純移動率を用いた人

口推計には，「純移動率の創造」の問題が発生するが，

長期の人口推計ほど全国の人口推計の集計値と乖離する

ことが分かる．2040 年時点では 0.98%に過ぎなかったが，

2070年時点で6.11％，2100年時点で18.79％の過大推計と

なっている．また，国単位モデル等，上位の推計結果と

整合性を図るため，総推計人口が一致するように補正を

行う場合がしばしばあるが，表-2に示すように，総人口

の推計値は一致するものの予測誤差はさほど変化は見ら

れない．以上より，長期の人口推計においては純移動率

を用いた人口推計は避けるべきであることが分かる． 

 以上の分析結果を踏まえて，メッシュ人口の推計に際

しては，SSP2 の出生率，死亡率，純転入人口を用いる．

プールモデルによって推計された各市町村の転出人口，

転入人口をメッシュに配分することによって，メッシュ

人口を推計する．  

 

 

(3) 100mメッシュ単位の将来人口推計 

 メッシュ単位の人口推計においては，出生人口，死

亡人口はコーホート要因法によって，（国内への）転出

人口，（国内からの）転入人口は，先のプールモデルの

出力をメッシュに人口比で按分することによって推計す

る（以下，社会増減按分モデル）．なお，メッシュ単位

の男女別，年齢区分別人口のデータが利用できない場合，

上記の推計方法は適用できない．そのため，代替的な方

法として，市町村単位の人口推計結果を用いて，各時点

間の市区町村の増減人口を各メッシュ人口で単純に按分

する方法（以下，人口増減按分モデル）と比較すること

によってその予測誤差を確認する．メッシュ単位の予測

誤差については，市区町村単位の人口推計の予測誤差と

同様に，𝑀𝑅𝑀𝑆𝐸，𝑀𝐴𝐿𝑃𝐸，𝑀𝐴𝑃𝐸の観点から評価す

る．具体的な指標については， 

𝑅𝑀𝑆𝐸 = 

√
1

#𝑀
∑ (∑ ∑ 𝑃̂𝑚,𝑔,𝑥

2015

𝑥𝑔
− ∑ ∑ 𝑃̃𝑚,𝑔,𝑥

2015

𝑥𝑔
)

2

𝑚∈𝑀
 

𝐴𝐿𝑃𝐸𝑚 = (
∑ ∑ 𝑃̂𝑚,𝑔,𝑥

2015
𝑥𝑔

∑ ∑ ∑ 𝑃̂𝑚,𝑔,𝑥
2015

𝑥𝑔𝑚

−
∑ ∑ 𝑃̃𝑚,𝑔,𝑥

2015
𝑥𝑔

∑ ∑ ∑ 𝑃̃𝑚,𝑔,𝑥
2015

𝑥𝑔𝑐

)

∕
∑ ∑ 𝑃̃𝑚,𝑔,𝑥

2015
𝑥𝑔

∑ ∑ ∑ 𝑃̃𝑚,𝑔,𝑥
2015

𝑥𝑔𝑚

× 100 

表-1  プールモデルによる市町村別人口 

の推計結果の予測誤差 

プールモデル 
RMSE 

(×103) 

MALPE 

(×10-3) 

MAPE 

(×10-2) 

SSP1 4.22 -10.28 2.41 

SSP2 1.88 6.48 1.46 

SSP3 2.00 8.40 1.60 

SSP4 3.31 -0.18 1.82 

SSP5 5.54 -7.34 2.61 

 

 

Z図-2  プールモデルによる市町村別転出・転入人

口の集計値の推移 

 

Z図-3プールモデル及び純移動率モデルの推計誤差 

 

表-2  プールモデルと純移動率モデルの予測誤差  

SSP2 
MRMSE 

(×103) 

MALPE 

(×10-3) 

MAPE 

(×10-2) 

プールモデル 1.88 6.48 1.46 

純移動率(補正無) 5.85 2.86 5.54 

純移動率(補正有) 5.85 2.87 5.54 
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 （千人） 

𝐴𝑃𝐸𝑚 = |
∑ ∑ 𝑃̂𝑚,𝑔,𝑥

2015
𝑥𝑔

∑ ∑ ∑ 𝑃̂𝑚,𝑔,𝑥
2015

𝑥𝑔𝑚

−
∑ ∑ 𝑃̃𝑚,𝑔,𝑥

2015
𝑥𝑔

∑ ∑ ∑ 𝑃̃𝑚,𝑔,𝑥
2015

𝑥𝑔𝑚

|

∕
∑ ∑ 𝑃̃𝑐,𝑔,𝑥

2015
𝑥𝑔

∑ ∑ ∑ 𝑃̃𝑐,𝑔,𝑥
2015

𝑥𝑔𝑐

× 100 

𝑀𝐴𝐿𝑃𝐸 =
∑ 𝐴𝐿𝑃𝐸𝑚𝑚∈𝑀

#𝑀
 

𝑀𝐴𝑃𝐸 =
∑ 𝐴𝑃𝐸𝑚𝑚∈𝑀

#𝑀
 

のように定義される．なお，𝑀は全国のメッシュのイン

デックスの集合であり．#𝑀はそのメッシュ数を表す． 

 図-4 に SSP2 の出生率，生残率，純転入人口を用いた，

100m メッシュ単位の人口の推計値の集計値の推移を示

す．これは，先のプールモデルの推計結果，国単位モデ

ルの推計結果，さらに人口増減按分モデルの推計結果と

も整合的である．その上で，表-3に社会増減按分モデル

と自然増減按分モデルの予測誤差をまとめたものを示す．

結果として，𝑅𝑀𝑆𝐸に大きな差異はなかったが，𝐴𝑃𝐸に

ついては社会増減モデルの優位性が示された．なお，平

均化する前の𝐴𝑃𝐸を確認すると，人口増減按分モデル

の推計結果と大きな差はなかったり，逆に人口増減按分

モデルによる推計結果のほうが実測値との誤差が小さい

メッシュも多かった．この按分手法については，種々の

属性を考慮して按分化を図るなど改善の余地があり，今

後の課題である点は先に申し添えたい． 

 

(3) 岡山県を事例とした洪水浸水想定区域の潜在的犠

牲者数の推計 

 上記の推計結果を活用して，岡山県を事例として洪

水浸水想定区域（想定最大規模）（図-5）の将来人口及

び潜在的な犠牲者数を推計した． 

 洪水浸水想定区域内の人口の推計方法について，浸

水深区分別の洪水浸水想定区域（想定最大規模）と重な

っている場合に当該メッシュは洪水浸水想定区域のメッ

シュと判定，複数の浸水深区分と重なる場合は最も浸水

深の大きい区分のメッシュとして判定し，2100年までの

岡山県内の想定浸水深人口を推計した．結果をまとめた

ものを図-6に示す．2010年時点において，1,944,922人，

岡山県内の 62.7%の人口が洪水浸水想定区域に居住して

いた．洪水浸水想定区域人口については，2040年時点で

は大きな変化はないが，2070年で1,424,907人，2100年で

1,156,044 人といった減少傾向が読み取れる．一方で，総

人口に占める洪水浸水想定区域内人口については，2040

年で 67.4％と増加する一方で，2070年，2100年ではそれ

ぞれ 69.33％，69.52％と大きな変化は見られない．この

結果は，当面は洪水浸水想定区域の人口が出生や転入に  

図-6 浸水深区分別の洪水浸水想定区域の人口推移 

0.5

0.6

0.7

0.8

0

500

1000

1500

y2010 y2040 y2070 y2100

10m以上20m未満 5m以上10m未満
3m以上5m未満 0.5m以上3m未満
0m以上0.5m未満 浸水想定区域人口比率

 

図-5  岡山県の洪水浸水想定区域（国土数値情報の  

       洪水浸水想定区域データ 24）より筆者作成） 

 

表-3 100mメッシュ単位の人口推計の予測誤差 

SSP2 RMSE 
MALPE 

(×10-2) 

MAPE 

(×10-1) 

社会増減按分 19.55 5.39 3.14 

人口増減按分 19.53 6.57 3.23 

 

 

図-4 100mメッシュ単位人口推計の集計値の推移 
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よって維持され，堤防等や避難体制の整備は引き続き重

要な課題となるが，長期的には岡山県全域で人口減少が

進むため，洪水浸水想定を切に考慮した都市構造，居住

誘導が必要となることを示している． 

続いて，潜在的な犠牲者の推計を行う．潜在的な犠牲

者数の推計方法について，本研究では平成30年7月豪雨

の際の真備町の洪水事例を用いて推計した．具体的には，

国土地理院が公開する浸水推定範囲（国土地理院技術資

料D1-No.940，図-7）から，浸水推定区域内の性別，年齢

区分別の人口を推計した（図-8）．その上で，平成平成

30年7月豪雨時の洪水区域で犠牲になった方の人口分布

（図-9）を用いて年齢別の潜在的犠牲率を算出（図-

10），2100年までの潜在的な犠牲者数の推移を推計した．

なお，浸水推定区域内の総人口は15,591人であり，本洪

水による犠牲者数は51人だった．年齢区分を10歳区分毎

に再編し，その比率から犠牲者関数を推計した．その上

で，この犠牲者関数を岡山県全域に適応し，将来の潜在

的な犠牲者数の推移をまとめたものを図-11に示す．結

果として，洪水による潜在的な犠牲者数は，2070年前後

までは増加傾向を示した一方で，2100年では2040年より

低下しうることが明らかとなった． 

犠牲者関数が示す通り，高齢者の犠牲率は，他の年代

と比較して明らかに高い．2100年では人口減少による影

響によって潜在的な洪水犠牲者数そのものが減少局面に

入っているが，高齢化の影響による潜在的な犠牲者数は

増加局面にあると考えられる．現時点においては，洪水

による人的被害軽減の観点からは，高齢者を対象にした

対策・対応がより一層重視されるべき局面といえる．ま

た，人的被害の軽減効果について，現在の治水経済評価

の枠組みでは人命被害の評価が含まれていない10)．犠牲

 

図-9 犠牲者の年齢分布（N=51） 
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a40-49
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a90-99
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図-9

 

図-10 年齢別の潜在的犠牲率 

 

0 0.005 0.01 0.015 0.02

a-10

a10-19

a20-29

a30-39

a40-49

a50-59

a60-69

a70-79

a80-89

a90-99

a100-

 

図-7 平成 30年 7月豪雨の真備町付近の浸水推定図 

（国土地理院浸水推定範囲データ 25）から筆者作成） 

浸水推定図（国土地理院技術資料D1-No.940)

 

図-8 浸水推定区域の人口ピラミッド（推計値） 
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図-11 潜在的洪水犠牲者数の推移（推計値） 
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者数は洪水の発生時刻等の自然的要因や避難勧告等の社

会的要因に左右されるため，その推計は困難であること

が理由とされているが，社会構造の変化を踏まえた治水

経済評価へ展開するためには，潜在的な犠牲者の推計と

その減少効果を定量化していくことが望まれる． 今後

のさらなる研究蓄積が必要である． 

 

 

5. おわりに 

 

 本研究ではプールモデルを用いて市区町村の将来人

口推計を実施，その出力である市区町村毎の転入人口，

転出人口の推計値を用いて，100m メッシュ単位の将来

人口推計を行った．加えて，岡山県の洪水浸水想定区域

（最大想定規模）の将来人口及び潜在的な犠牲者数の推

計を実施，その推移過程の特徴を明らかにした． 

 なお，本人口推計手法にはその精度を向上させるため

に幾つかの課題がある．一つ目は，本研究では市区町村

単位の転入人口，転出人口を推計し，それをメッシュ単

位の人口比で按分することによってメッシュ単位の転入

人口，転出人口を推計した．ただし，その按分に際して

は，当該メッシュの人口以外にも，周辺人口の影響も含

めた人口ポテンシャルや地形的要因，都市計画的要因な

ど，種々の変数を用いて関数化すると，推計値の予測精

度は改善される可能性がある．また，本研究では，転出

率や配分率の算出する際に，2015年の国勢調査データを

利用したが，この移動人口は 2010 年から 2015 年の移動

傾向を反映したものであり，2100年までこの移動傾向が

継続するとは限らない．2005 年や 2010 年の国勢調査も

用いて転出率，配分率を平準化して算出したり，転出率，

配分率そのものをモデル化し，将来の人口推計に活用す

ることで予測精度の改善が期待できる．これらは今後の

課題としたい． 
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MESH-POPULATION PROJECTION METHOD USING POOL MODEL 

―FOR 100m-MESH-UNIT PROJECTION ― 

 

Mamoru YOSHIDA, Kazuyoshi, NAKANO and Hirokazu TATANO 

 
This paper proposes a projection framework for future mesh-based population, and actually projects the 

100m-mesh population in 2100 on the basis of 2010. In the detailed framework, the natural dynamics, 

including birth and death, of population of each mesh is estimated by use of the cohort component method 

and the social dynamics, including domestic in-migrant and out-migrant, is estimated by use of a pool 

model for municipality-based population projection. As a result, being compared the estimated populations 

with the actual populations, the proposed framework shows a superiority in some estimation-error indica-

tors. In addition, this paper estimates the future population in assumed inundation areas and potential human 

losses in Okayama prefecture. The result shows an incremental tendency of potential human losses until 

around 2070.  
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